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証券コード　1824
平成26年６月５日

株 主 各 位
東京都千代田区猿楽町二丁目８番８号

代表取締役社長 小 原 好 一
第69回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第69回定時株主総会を下記により開催いたし
ますので、ご出席くださいますようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使す
ることができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご
検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、平成26年６月25日（水曜日）午後５時30分までに到着
するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬　具
記

１. 日 時 平成26年６月26日（木曜日）午前10時
２. 場 所 東京都千代田区猿楽町二丁目８番８号

　当社　本店
３. 会議の目的事項

報 告 事 項 １．第69期 (平成25年 4 月 1 日から
平成26年 3 月31日まで)事業報告、連結計

算書類ならびに会計監査人および監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第69期 (平成25年 4 月 1 日から
平成26年 3 月31日まで)計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役13名選任の件

以　上
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提

出くださいますようお願い申しあげます。
◎株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が

生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.maeda.
co.jp/）に掲載させていただきます。

◎当日はノー・ネクタイの軽装（クールビズ）にてご対応させていただきます
ので、株主の皆様におかれましても軽装にてご出席くださいますようお願い
申しあげます。

－ 1 －

表紙
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（添付書類）

事　 業　 報　 告
(平成25年 4 月 1 日から
平成26年 3 月31日まで)

Ⅰ．企業集団の現況

１．事業の経過および成果
⑴　事業の状況

当連結会計年度におけるわが国経済は、経済・金融政策によ
る円高是正等を背景に企業業績が回復し、雇用環境の改善から
個人消費も持ち直すなど、景気は緩やかな回復基調にありまし
た。

建設業界におきましては、復興事業や防災・減災事業により
公共投資は底堅く、民間投資も好調な不動産市況に支えられ、
業界全体の受注高は前年を上回る水準で推移しましたが、労務
や資材の建設コストが上昇するなど、厳しさが残る経営環境が
続きました。

このような状況のなかで、当社は、平成25年度を初年度とす
る中期経営計画「Maeda STEP ’13～’15」において、「コア
事業での着実な利益確保」「新たな収益基盤の確立」を重点施
策と定め、請負事業における更なる収益力の向上やグループ力
の強化に努めてまいりました。また、オーストラリアのグロー
バル金融グループであるマッコーリーキャピタルと、日本にお
ける再生可能エネルギー発電事業をはじめとするインフラ事業
において、合弁会社設立の基本合意をするなど、「脱請負」の
取り組みも推進しております。
　当連結会計年度における当社グループの連結業績につきまし
ては、売上高は前期比7.2％増の3,955億円余、営業利益は建設
事業部門が堅調であったことにより78億円余となり、経常利益
は112億円余となりました。また、当期純利益につきましては、
92億円余となりました。

－ 2 －

事業の状況
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　部門別の状況は次のとおりであります。

［建設事業（建築事業および土木事業）］
　当社グループの建設事業の売上高は前期比8.2％増の3,548
億円余となり、セグメント利益につきましては、収益力の強化
等により完成工事利益率が向上し、59億円余となりました。
　当社グループの建設事業は、大半は当社が占めており、当社
の受注高につきましては、建築事業は前期の大型工事受注の反
動があり、前期比3.4％減の1,817億円余、土木事業は震災復
旧・復興工事受注が寄与し、前期比13.0％増の1,350億円余、
受注高合計は前期比3.0％増の3,167億円余となりました。
　なお、官民別比率は、官公庁工事43.6％、民間工事56.4％で
ございます。
　当社の主な受注工事は次のとおりであります。

国土交通省東北地方整備局 国道４５号　新鍬台トンネル工事（岩手県）

大槌町 大槌町浪板地区、吉里吉里地区、赤浜地区、
安渡地区及び小枕・伸松地区他第１期工事（岩手県）

（医）東京勤労者医療会 東葛病院移転新築工事 （千葉県）

住友不動産㈱ （仮称）千石二丁目計画新築工事（東京都）

（学）高千穂学園 高千穂大学杉並校地再構築・新校舎建設計画（東京都）

　当社の売上高（完成工事高）につきましては、建築事業が前
期比1.7％増の1,935億円余、土木事業が前期比16.0％増の
1,260億円余、売上高合計は前期比6.9％増の3,196億円余とな
りました。これにより手持工事高（次期繰越高）は前期比0.7％
減の4,012億円余となっております。

－ 3 －

事業の状況
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　当社の主な完成工事は次のとおりであります。

オリックス不動産㈱ （仮称）所沢ロジスティクスセンター
新築工事 （埼玉県）

本八幡Ａ地区市街地
再開発組合

本八幡Ａ地区第一種市街地再開発事業
施設建築物等新築工事（第Ⅰ期） （千葉県）

野村不動産㈱ （仮称）淵野辺計画新築工事 （神奈川県）

阪神高速道路㈱ 三宝第２工区開削トンネル工事（大阪府）

西日本高速道路㈱九州支社 東九州自動車道　落鹿トンネル工事（宮崎県）

［不動産事業］
　不動産事業は、土地・建物の賃貸や販売を中心に展開してお
り、手持ちのマンション販売が一巡したことにより、売上高は
前期比41.9％減の102億円余となりましたが、セグメント利益
につきましては16億円余となりました。

［その他事業］
　その他事業は、建設資機材の製造販売業を中心にサービス業
まで幅広く展開しており、連結子会社の業績向上により、売上
高は前期比29.2％増の304億円余となり、セグメント利益につ
きましては９億円余となりました。

［当社の部門別受注高・売上高および次期繰越高］
（単位：百万円）

区 分 前期繰越高 当期受注高 計 当期売上高 次期繰越高

建
設
事
業

建築事業 225,376 181,765 407,142 193,594 213,547

土木事業 178,782 135,001 313,783 126,086 187,697

小 計 404,159 316,766 720,926 319,681 401,244

不 動 産 事 業 367 4,060 4,427 4,183 243

合 計 404,526 320,826 725,353 323,865 401,488

－ 4 －

事業の状況
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⑵　設備投資の状況
当社グループの当連結会計年度中に実施いたしました設備投

資の総額は42億円余であります。このうち主なものは工事用
機械購入等であります。

⑶　資金調達の状況
当社グループの主な資金調達につきましては、当社において

平成25年９月13日に2018年満期円貨建転換社債型新株予約権
付社債100億円を発行いたしました。また、主要取引金融機関
と総額200億円のコミットメントライン契約を締結しておりま
す。

⑷　対処すべき課題
今後の見通しにつきましては、不確実性があるものの、海外

景気の底堅さ等により輸出環境の改善が見込まれるとともに、
消費税率引き上げ後も、雇用・所得環境が上向くなかで個人消
費の持ち直しも期待されるなど、国内景気は緩やかな回復基調
が続くものと予想されます。

建設業界におきましては、公共投資は底堅く、民間投資も企
業収益の改善等を背景に堅調さを維持するものと予測されます
が、労務需給のひっ迫等が引き続き懸念されるなど、経営環境
は不透明な状態が続くものと見込まれます。
　このような状況のなかで、当社は、中期経営計画の基本理念
である「社会に提供する価値を持続的に拡大する企業となる」
のもと、当社のコア事業である請負事業での受注力や施工力を
さらに磨き、震災復興、国土強靭化といった社会の要請に応え
るとともに、持続的な成長に向けての新たな収益基盤を確立す
るため、「脱請負」「グローバル化」を全社一丸となって推し
進めてまいります。また、将来の環境市場での価値創出を目指
し、地球環境の保全に関わる研究開発・調査に投資を行う「Ｍ
ＡＥＤＡグリーンＲ＆Ｄ」を新たに開始するなど、引き続き「環
境経営」の取り組みも着実に進め、更なる社業の発展に努力を
重ねる所存でございます。

－ 5 －

設備投資の状況、資金調達の状況、対処すべき課題
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２．財産および損益の状況の推移
⑴　当社グループの財産および損益の状況の推移

区 分 第66期 第67期 第68期 第69期
（当期）

売 上 高 (百万円) 291,887 313,327 369,157 395,572

当 期 純 利 益 (百万円) △2,547 3,197 △5,271 9,265

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益(円) △14.39 18.07 △29.74 52.27

総 資 産 (百万円) 356,104 373,949 394,633 411,396

純 資 産 (百万円) 118,438 121,158 121,557 128,904

⑵　当社の財産および損益の状況の推移
区 分 第66期 第67期 第68期 第69期

（当期）

受 注 高 (百万円) 306,863 293,340 309,670 320,826

売 上 高 (百万円) 247,689 259,013 301,197 323,865

当 期 純 利 益 (百万円) △2,360 1,664 △8,611 5,486

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益(円) △12.76 8.99 △46.53 29.64

総 資 産 (百万円) 303,938 317,021 341,038 351,233

純 資 産 (百万円) 92,481 93,288 89,996 100,115

－ 6 －

財産および損益の状況の推移
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３．重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当 社 の
議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％

株 式 会 社 前 田 製 作 所 3,160 43.04 建設機械の製造、販売、
レンタル

百万円

株 式 会 社 Ｊ Ｍ 350 100.00 建物・設備の点検、診断、
修繕、改修、改装

百万円

フ ジ ミ 工 研 株 式 会 社 250 50.00 コンクリート二次製品の
設計、製造、販売

百万円

フジミビルサービス株式会社 100 75.00 建築物のリニューアルお
よびビルメンテナンス

百万円

正 友 地 所 株 式 会 社 50 98.80 プロパティマネジメント
事業

百万円

株 式 会 社 ミ ヤ マ 工 業 25 74.20 地盤改良、各種のボーリ
ングに関する工事の請負

千バーツ

Thai Maeda Corporation Ltd. 20,000 45.01 建設全般の請負、計画、
設計、コンサル業務

百万円

匿名組合青海シーサイドプロジェクト － － 不動産賃貸事業

（注）１．前連結会計年度まで持分法適用の非連結子会社としていたThai 
Maeda Corporation Ltd.は、当社グループにおける重要性が増し
たことにより、当連結会計年度から連結子会社に異動いたしまし
た。

２．匿名組合青海シーサイドプロジェクトは、子会社が出資し実質支配
しているため、連結子会社としています。

－ 7 －

重要な子会社の状況
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４．主要な事業内容
当社グループは、建設事業、不動産事業およびそれらに関連す

る事業を主な事業内容としております。
建設事業の主要会社である当社は、建設業法により、特定建設

業者「（特－24）第2655号」として国土交通大臣許可を受け、
土木、建築ならびにこれらに関連する事業を行っております。

また、当社は宅地建物取引業法により、宅地建物取引業者「⑼
第41021号」として東京都知事免許を受けております。

５．主要な営業所等
⑴　当　　　　社
本 店 : 東京都千代田区猿楽町二丁目８番８号
光 が 丘 本 社 （東京都練馬区）
支 店 : 北海道支店 （札幌市） 中部支店（名古屋市）

東北支店 （仙台市） 関西支店（大阪市）
関東支店 （さいたま市） 中国支店（広島市）
東京建築支店（東京都千代田区）九州支店（福岡市）
東京土木支店（東京都千代田区）香港支店（中国）
北陸支店 （富山市）

出 張 所 : バンコック（タイ）、プノンペン（カンボジア）、
台湾（台湾）、スリランカ（スリランカ）、米国
（米国）、ヤンゴン（ミャンマー）、ジャカルタ
（インドネシア）、メキシコ（メキシコ）

駐在員事務所 : ハノイ（ベトナム）
技 術 研 究 所 （東京都練馬区）

⑵　主要な子会社
株式会社前田製作所（長野県長野市）
株式会社ＪＭ（東京都千代田区）
フジミ工研株式会社（埼玉県比企郡滑川町）
フジミビルサービス株式会社（東京都中央区）
正友地所株式会社（東京都江東区）
株式会社ミヤマ工業（東京都千代田区）
Thai Maeda Corporation Ltd.（タイ）
匿名組合青海シーサイドプロジェクト（東京都江東区）

－ 8 －

主要な事業内容、主要な営業所等



2014/05/29 13:18:08 / 13981177_前田建設工業株式会社_招集通知（Ｆ）

６．従業員の状況
⑴　当社グループの従業員の状況
事 業 区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

名 名
建 　 築 　 事 　 業 1,997 108

土 　 木 　 事 　 業 1,192 39

不 動 産 事 業 26 2

そ の 他 事 業 594 △6

全 社 （ 共 通 ） 73 3

合 計 3,882 146

⑵　当社の従業員の状況
従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

名 名 歳 年
2,796 40 43.6 18.6

７．主要な借入先
借 入 先 借 入 額

百万円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 19,155

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 14,499

８．その他企業集団の現況に関する重要な事項
特記すべき重要な事項はありません。

－ 9 －

従業員の状況、主要な借入先、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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Ⅱ．会社の状況

１．株式に関する事項
⑴　発行可能株式総数 635,500,000株
⑵　発行済株式の総数（自己株式を含む) 185,213,602株
⑶　株主数 8,224名
⑷　大株主（上位10名）

株 主 名 持株数 持株比率
千株 ％

光 が 丘 興 産 株 式 会 社 24,311 13.1

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 8,620 4.7

前 田 道 路 株 式 会 社 7,900 4.3

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 7,597 4.1

前 田 建 設 工 業 社 員 持 株 会 5,621 3.0

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 5,100 2.8

Ｊ Ｕ Ｎ Ｉ Ｐ Ｅ Ｒ 4,444 2.4

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 4,150 2.2

ＣＢＮＹ ＤＦＡ ＩＮＴＬ ＳＭＡＬＬ
ＣＡＰ ＶＡＬＵＥ ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ 3,972 2.1

住 友 不 動 産 株 式 会 社 3,885 2.1

（注）持株比率は自己株式（123,640株）を控除して計算しております。

－ 10 －

株式に関する事項
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２．新株予約権等に関する事項
　平成25年８月28日開催の取締役会決議に基づき発行した2018年
満期円貨建転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権の
概要
発行日 平成25年９月13日

新株予約権の数 2,000個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数

12,706,480株
（行使請求に係る本社債の額面金額
合計額を転換価額で除した数とす
る。但し、行使により生じる1株未満
の端数は切り捨て、現金による調整は
行わない。）

転換価額 当初　787円

新株予約権の行使期間
平成25年９月27日から平成30年８
月30日の銀行営業終了時（ジュネー
ブ時間）

新株予約権付社債の残高 10,044百万円
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３．会社役員に関する事項
⑴　取締役および監査役の状況

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況
代 表 取 締 役 社 長 小 原 好 一 執行役員社長
代表取締役副社長 江 尻 正 義 執行役員副社長、営業管掌
代 表 取 締 役 福　田　幸二郎 執行役員副社長、経営管掌
代 表 取 締 役 柿 沼 昭 彦 専務執行役員、安全管掌、海外事業本部長
取 締 役 前 田 操 治 専務執行役員、関西支店長
取 締 役 永 尾 　 眞 専務執行役員、事業戦略管掌
取 締 役 早 坂 善 彦 専務執行役員、建築事業本部長
取 締 役 関 本 昌 吾 専務執行役員、営業企画担当

吹越台地風力開発株式会社　代表取締役社長
取 締 役 荘 司 利 昭 専務執行役員、人事管掌、

ＣＳＲ・環境管掌、経営管理本部長
取 締 役 川 正 和 常務執行役員、東京建築支店長

株式会社ちばシティ消費生活ﾋﾟｰｴﾌｱｲ・ｻｰﾋﾞｽ　代表取締役社長
取 締 役 足 立 宏 美 常務執行役員、土木事業本部長
取 締 役 半 林 　 亨 ユニチカ株式会社　社外監査役

株式会社ファーストリテイリング　社外取締役
株式会社大京　社外取締役

取 締 役 渡 邊 　 顯 成和明哲法律事務所　代表　　弁護士
株式会社ファーストリテイリング　社外監査役
株式会社ＫＡＤＯＫＡＷＡ　社外監査役
MS&ADｲﾝｼｭｱﾗﾝｽｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社　社外取締役
ダンロップスポーツ株式会社　社外取締役

常 勤 監 査 役 德 井 　 豊
常 勤 監 査 役 稲 津 俊 昭
常 勤 監 査 役 和 田 秀 幸
監 査 役 松 崎 　 勝 松崎法律事務所　所長　　弁護士
監 査 役 佐 藤 元 宏 佐藤元宏事務所　所長

（注）１．取締役半林　亨および取締役渡邊　顯の両氏は、社外取締役であり
ます。
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２．常勤監査役德井　豊、監査役松崎　勝および監査役佐藤元宏の３氏
は、社外監査役であります。

３．常勤監査役德井　豊氏は、長年にわたり国税行政の実務を経験し、 
会社財務および税務に関する相当程度の知見を有するものでありま
す。

４．監査役佐藤元宏氏は、公認会計士および税理士の資格を有しており、
会計監査人としての実績ならびに財務および会計・税務に関する相
当程度の知見を有するものであります。

５．取締役半林　亨氏につきましては、東京証券取引所に対し、独立役
員として届け出ております。

６．当事業年度中の取締役の重要な兼職の異動
氏 名 重 要 な 兼 職 異動内容 異 動 年 月 日

関本　昌吾
吹越台地風力開発
株式会社
代表取締役社長

就 任 平成26年３月12日

７．平成26年４月１日付で取締役の会社における地位を次のとおり変  
更しております。
氏 　 　 名 新 役 職 旧 役 職

江 尻 正 義 取 締 役 副 会 長 代 表 取 締 役 副 社 長

福 田 幸 二 郎 代 表 取 締 役 副 社 長 代 表 取 締 役

柿 沼 昭 彦 取 締 役 代 表 取 締 役

⑵　当事業年度中に退任した取締役
氏 名 退 任 日 退任事由 退任時の地位、担当および

重 要 な 兼 職 の 状 況
西 川 博 隆 平成25年５月14日 辞 任 取締役　常務執行役員

建築営業管掌
前 田 靖 治 平成25年６月26日 任期満了 取締役相談役

⑶　社外役員に関する事項
①　重要な兼職先と当社との関係

　社外役員の兼職先と当社との間には、重要な取引関係は
ありません。
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②　当事業年度における主な活動状況
地 位 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 半 林 　 亨

　当事業年度において24回開催された取締役会
のうち23回に出席し、経験豊富な企業経営者と
して、業務執行の経営陣から独立した客観的視点
で、経営全般に関する幅広い意見を適宜述べ、取
締役会の意思決定の妥当性を確保する提言を行
っております。

取 締 役 渡 邊 　 顯

　当事業年度において24回開催された取締役会
のうち20回に出席し、弁護士としての専門的見
地から、企業法務・経営全般に関する意見を適宜
述べ、取締役会の意思決定の適正性を確保する提
言を行っております。

監 査 役 德 井 　 豊

　当事業年度において24回開催された取締役会
および13回開催された監査役会のすべてに出席
し、常勤監査役として当社の事業内容についての
広い理解に基づいた意見を適宜述べ、当社グルー
プ全体のガバナンスの強化および監査環境の改
善を図る提言を行っております。

監 査 役 松 崎 　 勝

　当事業年度において24回開催された取締役会
のうち22回に、13回開催された監査役会のうち
11回に出席し、弁護士としての専門的見地から、
当社グループ全体の業務の適正性の確保につい
て、適宜必要な発言を行っております。

監 査 役 佐 藤 元 宏

　当事業年度において24回開催された取締役会
のうち23回に、13回開催された監査役会のすべ
てに出席し、公認会計士としての専門的見地か
ら、財務・会計に関する意見を適宜述べ、当社グ
ループ全体の財務の適正性を確保する提言を行
っております。

③　責任限定契約の内容の概要
　当社と取締役半林　亨氏、取締役渡邊　顯氏、監査役松
崎　勝氏および監査役佐藤元宏氏との間には、会社法第
427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害
賠償責任を同法第425条第１項に定める最低責任限度額を
限度とする契約を締結しております。
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⑷　当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の総額
区 分 支 払 人 数 支 給 総 額

取 締 役
（うち社外取締役）

15名
（２名）

371,040,000円
（30,720,000円）

監 査 役
（うち社外監査役）

５名
（３名）

71,310,000円
（39,660,000円）

合 計
（うち社外役員）

20名
（５名）

442,350,000円
（70,380,000円）

（注）１．取締役の報酬限度額は、平成22年６月25日開催の第65回定時株主
総会において年額384百万円以内（うち社外取締役分年額33百万円
以内）と決議いただいております。なお、使用人分給与は含まれて
おりません。

２．監査役の報酬限度額は、平成22年６月25日開催の第65回定時株主
総会において年額84百万円以内と決議いただいております。

３．上記の報酬等の総額には、当事業年度中に役員賞与として役員賞与
引当金に計上した次の金額を含んでおります。
・取締役　11名　44百万円
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４．会計監査人の状況
⑴　名称

新日本有限責任監査法人

⑵　報酬等の額
支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 82百万円
当社および当社子会社が会計監査人に支払うべき
金銭その他の財産上の利益の合計額 131百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査
と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分して
おらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等
の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社の重要な子会社のうち、Thai Maeda Corporation Ltd.につい
ては、当社の会計監査人以外の公認会計士の監査を受けております。

⑶　非監査業務の内容
当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業

務以外の業務である、財務デューデリジェンスに係る業務等に
ついての対価を支払っております。

⑷　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当す

ると認められる場合、監査役会は、監査役全員の同意により会
計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監
査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計
監査人を解任した旨およびその理由を報告いたします。

また、上記の場合のほか、会計監査人が職務を適切に遂行す
ることが困難と認められる場合には、取締役会は監査役会の同
意または請求により、会計監査人の解任または不再任に関する
議題を株主総会に提案いたします。
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Ⅲ．会社の体制および方針

１．業務の適正を確保する体制
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制として
決議した事項は以下のとおりであります。
⑴　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制
当社の取締役は、「ＭＡＥＤＡ企業行動憲章」に則り、グル

ープ企業全体における法令遵守ならびに企業倫理の浸透を率先
垂範して行うとともに、法令および定款に違反する行為の有無
について、「業務執行確認書」を決算期毎に取締役会へ提出し
ます。また、社長を議長とする「ＣＳＲ戦略会議」を設置し、
ＣＳＲ活動の現状の把握、評価と今後の方針について審議しま
す。

⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社は、取締役の職務の執行に係る文書その他の情報（電磁

的記録を含む）について、文書管理規程および情報システムセ
キュリティに関する社内規定などに従い、適切かつ検索性の高
い状態で保存および管理を行います。

⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、「ＭＡＥＤＡリスク管理方針」およびリスク管理規

程に基づき、リスク管理委員会が「ＭＡＥＤＡ企業行動憲章」
を阻害するリスクを管理します。

⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため
の体制
当社は、組織関係規程により取締役の職務執行が適正かつ効

率的に行える体制を整備します。また、執行役員制度を採用し、
取締役の員数をスリム化することで、経営の意思決定の迅速化
を図ります。
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⑸　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制
当社は、総合監査部が、適正な業務運営体制を確保するため

に、内部監査を実施します。また、ＣＳＲ・環境部が、法令遵
守ならびに企業倫理に関する教育・普及等の活動を推進します。
さらに、「企業行動ヘルプライン・ホットライン」（内部相談・
通報制度）を設置し、不正行為の未然防止や早期発見を的確に
行います。

⑹　会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務
の適正を確保するための体制
当社は、関係会社規程に基づき、グループ経営における業務

の適正・信頼性を確保するための内部統制の構築を行います。
また、定期的に「関係会社ヒアリング」を開催するなど、当社
と関係会社とが相互に密接な連携のもとに経営を円滑に遂行し、
グループ企業の総合的な事業の発展を図ります。

⑺　監査役の職務を補助すべき使用人及び当該使用人の取締役か
らの独立性に関する事項
当社は、監査役の職務の補助を担当する使用人を置くととも

に、当該使用人の人事考課は監査役が行い、異動などについて
は監査役会の同意を得ることとします。

⑻　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の
監査役への報告に関する体制
当社は、経営に関する重要事項を取締役会ならびに執行役員

会に報告します。また、取締役および使用人は、職務執行に関
し重大な法令、定款違反および不正行為の事実または会社に著
しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは直ちに監査
役会に報告を行うものとします。

⑼　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するため
の体制
当社は、監査役・取締役・会計監査人が、定例的な会合を開

催し、意見交換を行い、監査が実効的に行われることを確保し
ます。また、監査の実効性を高めるために、監査役会は総合監
査部と連携し、監査方針・監査結果などについて緊密な情報・
意見交換を行います。
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⑽　財務報告の信頼性を確保するための体制
当社は、財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る

内部統制の整備・運用体制を構築するとともに、その体制が有
効に機能していることを継続的に評価し、必要な是正を行いま
す。

⑾　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び反社会的勢力
による被害を防止するための体制
当社は、市民社会の秩序と安全に脅威を与える反社会的勢力

および団体に対しては毅然とした態度で臨み、断固として対決
します。また、反社会的勢力から不当な要求を受けた場合の通
報連絡体制を整備するとともに、平素より外部の専門機関との
緊密な連携関係を構築します。

２．会社の財務および事業の方針の決定を支配する者のあり方に関
する基本方針

⑴　基本方針の内容
当社は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、

特定の者の大規模な買付行為に応じて当社株式の売却を行うか
否かは、最終的には当社株式を保有する当社株主の皆様の判断
に委ねられるべきものであると考えます。

しかしながら、将来起こりうる当社株式の大規模な買付行為
の中には、明らかに濫用目的によるものがないとは言えず、そ
の結果として当社株主共同の利益を損なう可能性もあります。

このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく
損なう者は、当社の財務および事業の方針を支配する者として
適当でないと判断します。

⑵　不適切な支配の防止のための取組み
当社は、株主の皆様が、大規模な買付行為を適切に判断する

ためには、買付者および当社取締役会の双方から必要かつ十分
な情報が提供されることが重要と考え、大規模な買付行為を行
う買付者に対する対応方針（以下、「現対応方針」といいます。）
を策定しております。

現対応方針は、特定の株主グループの議決権割合が20％以上
とすることを目的とする当社株式の買付を行おうとする者に対
して、買付行為の前に当社取締役会に対して必要かつ十分な情
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報を提供すること、および当社取締役会のための一定の評価期
間が経過した後にのみ当該大規模買付行為を開始することをル
ールとして定め、これを遵守しない大規模買付者に対して、当
社取締役会が対抗措置を講じることがあることを明記していま
す。また、当ルールが遵守された場合であっても、大規模買付
行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう
ものと取締役会が判断した場合には、対抗措置を講じることも
あります。

⑶　上記の取組みについての取締役会の判断とその理由
当社の会社支配に関する基本方針は、当社株主共同の利益を

尊重することを前提としており、現対応方針も、かかる基本方
針の考え方に沿って設計され、当社株主の皆様が大規模買付行
為に応じるか否かを判断するために必要な情報の提供や代替案
の提示を受ける機会を保証することを目的としております。よ
って、現対応方針は株主の皆様に適切な投資判断を行うことを
可能とし、株主共同の利益を損なうものではないと考えます。

また、現対応方針は大規模買付行為を受け入れるか否かが最
終的には当社株主の皆様の判断に委ねられるべきことを大原則
としつつ、当社株主全体の利益を守るために必要な範囲で大規
模買付ルールの遵守の要請や対抗措置の発動を行うものです。
さらに、大規模買付行為に関して当社取締役会が検討、評価し、
取締役会としての意見のとりまとめ、代替案の提示、大規模買
付者との交渉を行い、または対抗措置を発動する際には、当社
の業務執行を行う経営陣から独立している委員で構成される第
三者委員会へ諮問し、同委員会の勧告を最大限尊重するものと
しています。これらのことから、現対応方針が当社役員の地位
の維持を目的とするものではないと考えます。

（注）本事業報告中の記載金額および株式数は、表示単位未満の端数を切捨て
ております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成26年３月31日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資  産  の  部） (411,396) （負  債  の  部） (282,492)

流 動 資 産
現 金 預 金
受取手形・完成工事未収入金等
有 価 証 券
販 売 用 不 動 産
商 品 及 び 製 品
未 成 工 事 支 出 金
開発事業等支出金
材 料 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有形固定資産
建 物 ・ 構 築 物
機械・運搬具・工具・器具備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無形固定資産
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

231,926
21,174

154,089
816

2,222
835

15,289
5,469

862
177

31,139
△150

179,469
66,451
21,610
6,730

34,164
818

3,128
878

112,140
103,609

4,209
5,381

104
5,197

△6,362

流 動 負 債 191,705
工 事 未 払 金 等 80,941
短 期 借 入 金 27,201
１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 13,000
未 払 金 2,437
未 払 法 人 税 等 1,777
未 成 工 事 受 入 金 36,396
修 繕 引 当 金 308
賞 与 引 当 金 2,279
役 員 賞 与 引 当 金 91
完成工事補償引当金 1,036
工 事 損 失 引 当 金 3,735
そ の 他 22,499

固 定 負 債 90,786
社 債 15,000
転 換 社 債 型
新株予約権付社債 10,044
長 期 借 入 金 27,875
繰 延 税 金 負 債 9,961
退職給付に係る負債 23,585
そ の 他 4,319

（ 純 資 産 の 部 ） (128,904)
株 主 資 本 112,134

資 本 金 23,454
資 本 剰 余 金 31,714
利 益 剰 余 金 59,393
自 己 株 式 △2,429

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 12,214
その他有価証券評価差額金 19,876
為替換算調整勘定 △19
退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額 △7,642

少 数 株 主 持 分 4,555
資 産 合 計 411,396 負債純資産合計 411,396
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連 結 損 益 計 算 書
（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）　　　（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 395,572
売 上 原 価 365,958

売 上 総 利 益 29,614
販売費及び一般管理費 21,760

営 業 利 益 7,853
営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金 914
為 替 差 益 585
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 3,521
そ の 他 330 5,351

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,488
そ の 他 434 1,923
経 常 利 益 11,282

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 3,177
投 資 有 価 証 券 売 却 益 34
そ の 他 24 3,236

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 274
投 資 有 価 証 券 評 価 損 247
減 損 損 失 2,092
そ の 他 48 2,663

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 11,855
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,981
法 人 税 等 調 整 額 △78
少数株主損益調整前当期純利益 9,952
少 数 株 主 利 益 686
当 期 純 利 益 9,265
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連結株主資本等変動計算書
（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日） （単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 23,454 31,714 51,369 △2,426 104,112

当 連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,240 △1,240

当 期 純 利 益 9,265 9,265

自 己 株 式 の 取 得 △2 △2

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）

当 連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計 － － 8,024 △2 8,021

当 期 末 残 高 23,454 31,714 59,393 △2,429 112,134

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
少 数 株 主
持 分

純 資 産
合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 13,710 △19 － 13,691 3,754 121,557

当 連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,240

当 期 純 利 益 9,265

自 己 株 式 の 取 得 △2

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ） 6,166 △0 △7,642 △1,476 801 △675

当 連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計 6,166 △0 △7,642 △1,476 801 7,346

当 期 末 残 高 19,876 △19 △7,642 12,214 4,555 128,904
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連　結　注　記　表

Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の状況
連結子会社の数　　　　　　８社
主要な連結子会社の名称　　㈱前田製作所、フジミビルサービス㈱

　当連結会計年度において、持分法適用の非連結子会社であったThai 
Maeda Corporation Ltd.は、重要性が増したことにより連結子会社に
変更している。

⑵　非連結子会社の名称及び連結の範囲から除いた理由
主要な非連結子会社の名称　㈱ジェイシティー

（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、
当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、
いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲
から除外している。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数

非連結子会社　　　　　　　１社
関連会社　　　　　　　　　４社
持分法適用の非連結子会社の名称

㈱ジェイシティー
持分法適用の主要な関連会社の名称

前田道路㈱、東洋建設㈱
⑵　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の

名称
㈱ちばシティ消費生活ピーエフアイ・サービス、神大病院パーキング
サービス㈱

（持分法を適用しない理由）
　持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益（持
分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽
微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外
している。
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３．会計処理基準に関する事項
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的債券
償却原価法（定額法）

②　その他有価証券
時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動平均法により算定している。）
時価のないもの

移動平均法による原価法
⑵　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

時価法
⑶　たな卸資産の評価基準及び評価方法

①　未成工事支出金
個別法による原価法

②　販売用不動産、商品及び製品、開発事業等支出金、材料貯蔵品
個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

⑷　重要な固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっている。但し、平成10年４月１日以降取得した建物
（建物附属設備を除く）については、定額法によっている。
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法
と同一の基準によっている。また、一部の連結子会社では、一部資産
を生産高比例法によっている。

②　無形固定資産（リース資産を除く）及び長期前払費用
　定額法によっている。但し、自社利用のソフトウェアについては、
社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっている。

③　リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によってい
る。また、所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資産につ
いては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ
っている。
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引
開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用
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初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっている。

⑸　繰延資産の処理方法
社債発行費
　支出時に全額費用として処理している。

⑹　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を引当て計上している。

②　修繕引当金
　重機械類の大修繕に備えて、当連結会計年度までに負担すべき修繕
見積額を引当て計上している。

③　賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のう
ち、当連結会計年度負担額を引当て計上している。

④　役員賞与引当金
　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度に
おける支給見込額を引当て計上している。

⑤　完成工事補償引当金
　完成工事に係る瑕疵担保等の費用に充てるため、過去の一定期間に
おける実績に基づく引当額を計上している。

⑥　工事損失引当金
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工
事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もる
ことができる工事について、損失見込額を引当て計上している。

⑺　退職給付に係る会計処理の方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末
までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっている。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（10年～15年）による定額法により
按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること
としている。
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　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（15年）による定額法により按分した額を、費用の減
額処理している。

⑻　収益及び費用の計上基準
　請負工事に係る収益の計上については、当連結会計年度末までの進捗
部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を
適用し、その他の工事については工事完成基準を適用している。

⑼　重要なヘッジ会計の方法
　ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっている。
　なお、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについては、特例
処理によっている。

⑽　のれんの償却方法及び償還期間
　金額に重要性がある場合には、５年間の均等償却とし、重要性が乏し
い場合は、当連結会計年度の費用として一括処理している。

⑾　消費税等の会計処理
　税抜方式によっている。

Ⅱ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更
１．会計処理基準に関する事項の変更

（退職給付に関する会計基準等の適用）
　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月
17日。以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会
計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17
日。以下「退職給付適用指針」という。）を当連結会計年度末より適用
し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項
本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控
除した額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識数
理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る負債に計上し
ている。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定
める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度末において、当該変
更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額
に加減している。
　この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が23,585
百万円計上されている。また、その他の包括利益累計額が7,642百万円
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減少している。
２．表示方法の変更

（連結損益計算書）
　前連結会計年度において、特別損失の「その他」に含めていた「固定
資産除却損」と「減損損失」は、重要性を勘案し、当連結会計年度より
区分掲記している。
　なお、前連結会計年度の「固定資産除却損」は54百万円、「減損損
失」は53百万円である。

Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産

建物・構築物 5,753百万円
土地 5,324百万円
投資有価証券 2,455百万円

合計 13,534百万円
担保に係る債務の金額

短期借入金 5,300百万円
未払金
長期借入金
固定負債（その他）

8百万円
3,875百万円

245百万円
合計 9,428百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 71,623百万円
３．保証債務額

借入金に対する保証債務 1,495百万円
工事に対する入札・履行保証等債務 7,163百万円
マンション売買契約手付金の返済保証債務 300百万円

－ 28 －

連結注記表
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Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末日の発行済株式の種類及び総数

普通株式 185,213千株
２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　平成25年６月26日の第68回定時株主総会において、次のとおり決議し
ている。

普通株式の配当に関する事項
⑴　配当金の総額 1,240百万円 (注)
⑵　１株当たり配当額 7.0円
⑶　基準日 平成25年３月31日
⑷　効力発生日 平成25年６月27日

３．当連結会計年度末日後に行う剰余金の配当に関する事項
　平成26年６月26日開催予定の第69回定時株主総会において、次の議案
が提出される。

普通株式の配当に関する事項
⑴　配当の原資 利益剰余金
⑵　配当金の総額 1,240百万円 (注)
⑶　１株当たり配当額 7.0円
⑷　基準日 平成26年３月31日
⑸　効力発生日 平成26年６月27日

(注)配当金の総額は、関係会社が保有する親会社株式の配当金控除後の金額
である。

４．当連結会計年度末日の新株予約権の目的となる株式の種類及び数
普通株式 12,706千株

－ 29 －
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Ⅴ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、主に建設事業を行うための資金計画に照らして、必要
な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達している。また、一時的な余資
は安全性の高い金融資産で運用している。
　営業債権である受取手形及び完成工事未収入金等については、顧客の信
用リスクにさらされているが、当該リスクに関しては、受注管理規程及び
経理規程等に沿って、定期的に残高管理の実施及び取引先ごとの信用状況
の把握を行うことにより、リスク低減を図っている。また、投資有価証券
は主として株式であり、市場価格の変動リスクにさらされているが、主に
業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価や発行体の財務状
況等を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に
見直している。
　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備等投資資金（長期）
であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を
実施して支払利息の固定化を実施している。なお、デリバティブ取引はデ
リバティブ管理規則に従い、市場変動等のリスクを回避するために利用し
投機的な取引は行わない方針である。

２．金融商品の時価等に関する事項
　平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差
額については、次のとおりである。　　　　　　　　　　（単位：百万円）

連結貸借対照
表計上額 時価 差額

⑴現金預金 21,174 21,174 －
⑵受取手形・完成工事未収入金等 154,089 153,785 △303
⑶有価証券及び投資有価証券 96,554 93,603 △2,950

資産計 271,818 268,564 △3,254
⑴工事未払金等 80,941 80,941 －
⑵短期借入金 27,201 27,201 －
⑶社債（※1） 28,000 28,048 48
⑷長期借入金 27,875 27,930 55

負債計 164,017 164,122 104
⑴デリバティブ取引(※2) － － －

－ 30 －
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(※1）連結貸借対照表上の「１年内償還予定の社債」を含んでいる。
(※2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示して

おり、合計で正味の債務となる項目については（ ）で示している。
（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関

する事項
資　産
⑴　現金預金

　預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこ
とから、当該帳簿価額によっている。

⑵　受取手形・完成工事未収入金等
　これらの時価については、一定の期間ごとに区分した債権ごと
に、債権額を満期までの期間及び信用リスクを加味した利率で割
り引いた現在価値により算定している。

⑶　有価証券及び投資有価証券
　これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、
債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっ
ている。

負　債
⑴　工事未払金等、並びに⑵　短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等し
いことから、当該帳簿価額によっている。

⑶　社債
　これらの時価については、市場価格のあるものは市場価格に基
づき、市場価格のないものは、元利金の合計額を当該社債の残存
期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により
算定している。

⑷　長期借入金
　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利
を反映し、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっている。
　固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行
った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定して
いる。

－ 31 －
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デリバティブ取引
⑴　デリバティブ取引

　為替予約取引によるものは、取引先金融機関から提示された価
格等に基づき算定している。
　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされてい
る長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当
該長期借入金の時価に含めて記載している。

（注２）非上場株式等（連結貸借対照表計上額7,871百万円）は、市場価格が
なく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を
把握することが極めて困難と認められるため、「⑶　有価証券及び投
資有価証券」には含めていない。

（注３）転換社債型新株予約権付社債（連結貸借対照表計上額10,044百万円）
は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる
ため、時価開示の対象としていない。

Ⅵ．賃貸等不動産に関する注記
　当社及び一部の子会社では、東京都や大阪府などの全国主要都市を中心に、
賃貸オフィスビルや賃貸複合施設等を所有している。当連結会計年度におけ
る当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は928百万円、固定資産売却益は3,176
百万円、減損損失は2,092百万円である。
　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額
及び時価は、次のとおりである。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末

の時価当連結会計年度
期首残高

当連結会計年度
増減額

当連結会計年度末
残高

22,358 8,532 30,891 33,984

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損
失累計額を控除した金額である。

（注２）当連結会計年度増減額の主な増加は、販売用不動産から賃貸用オフ
ィスビルへの振替10,191百万円、減少は、賃貸用の土地の売却849
百万円、減損損失2,092百万円である。

（注３）当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑
定士による不動産鑑定評価書に基づく金額である。

－ 32 －
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Ⅶ．１株当たり情報に関する注記
１．１株当たりの純資産額 701円46銭
２．１株当たりの当期純利益 52円27銭

Ⅷ．その他の注記
１．受取手形裏書譲渡高 666百万円

受取手形流動化による譲渡高 3,269百万円
２．金額の端数処理

　金額の百万円未満は、切捨て表示している。

－ 33 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成26年５月12日

前田建設工業株式会社
取　締　役　会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川 井 克 之 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 本 千 人 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木 　 理 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、前田建設工業株式
会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結
計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場
から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が
国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき
監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又
は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に

－ 34 －
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関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、前田建設工業株式会社及び連結子会
社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 35 －
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貸　借　対　照　表
（平成26年３月31日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資  産  の  部） (351,233) （負  債  の  部） (251,118)

流 動 資 産
現 金 預 金
受 取 手 形
完成工事未収入金
有 価 証 券
販 売 用 不 動 産
未 成 工 事 支 出 金
開発事業等支出金
材 料 貯 蔵 品
短 期 貸 付 金
工 事 関 係 立 替 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有形固定資産
建 物 ・ 構 築 物
機 械 ・ 運 搬 具
工 具 ・ 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無形固定資産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

218,252
17,047

462
146,878

816
1,921

14,398
5,469

13
1,273

17,645
12,414

△89
132,981
46,544
13,620
2,066

487
27,108

153
3,108

659
534
124

85,777
60,052
18,492
1,967
5,336

99
4,380

△4,551

流 動 負 債 173,901
工 事 未 払 金 69,262
短 期 借 入 金 21,701
１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 13,000
未 払 金 2,012
未 払 法 人 税 等 933
未 成 工 事 受 入 金 35,483
預 り 金 18,625
修 繕 引 当 金 237
賞 与 引 当 金 1,768
役 員 賞 与 引 当 金 44
完成工事補償引当金 879
工 事 損 失 引 当 金 3,708
従 業 員 預 り 金 4,310
そ の 他 1,934

固 定 負 債 77,217
社 債 15,000
転 換 社 債 型
新株予約権付社債 10,044
長 期 借 入 金 24,000
繰 延 税 金 負 債 9,701
退 職 給 付 引 当 金 15,435
そ の 他 3,036

（ 純 資 産 の 部 ） (100,115)
株 主 資 本 80,990
資 本 金 23,454
資 本 剰 余 金 31,579
資 本 準 備 金 31,579

利 益 剰 余 金 26,008
利 益 準 備 金 4,552
その他利益剰余金 21,456
別 途 積 立 金 15,000
繰越利益剰余金 6,456

自 己 株 式 △52
評価・換算差額等 19,124

その他有価証券評価差額金 19,124
資 産 合 計 351,233 負債純資産合計 351,233

－ 36 －
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損　益　計　算　書
（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日） （単位：百万円）

科 目 金 額
完 成 工 事 高 323,865
完 成 工 事 原 価 303,795

完 成 工 事 総 利 益 20,069
販売費及び一般管理費 14,804

営 業 利 益 5,264
営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金 1,490
為 替 差 益 576
そ の 他 180 2,247

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,424
そ の 他 347 1,771
経 常 利 益 5,740

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 3,177
そ の 他 25 3,203

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 253
投 資 有 価 証 券 評 価 損 219
減 損 損 失 2,091
そ の 他 22 2,587

税 引 前 当 期 純 利 益 6,356
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 870
当 期 純 利 益 5,486

－ 37 －
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株主資本等変動計算書
（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日） （単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 資本剰余金

合　　　計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合　　　計別途積立金 繰越利益

剰 余 金

当 期 首 残 高 23,454 31,579 31,579 4,552 24,500 △7,234 21,818 △50 76,802

当事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,295 △1,295 △1,295

別 途 積 立 金 の 取 崩 △9,500 9,500 － －

当 期 純 利 益 5,486 5,486 5,486

自 己 株 式 の 取 得 △2 △2

株主資本以外の項目の当事
業 年 度 中 の 変 動 額(純 額)

当事業年度中の変動額合計 － － － － △9,500 13,690 4,190 △2 4,187

当 期 末 残 高 23,454 31,579 31,579 4,552 15,000 6,456 26,008 △52 80,990

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 13,194 13,194 89,996

当事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,295

別 途 積 立 金 の 取 崩 －

当 期 純 利 益 5,486

自 己 株 式 の 取 得 △2

株主資本以外の項目の当事
業 年 度 中 の 変 動 額(純 額) 5,930 5,930 5,930

当事業年度中の変動額合計 5,930 5,930 10,118

当 期 末 残 高 19,124 19,124 100,115

－ 38 －
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個　別　注　記　表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法

⑴　満期保有目的債券
償却原価法（定額法）

⑵　子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

⑶　その他有価証券
時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平均法により算定している。）
時価のないもの
　移動平均法による原価法

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法
時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法
⑴　未成工事支出金

個別法による原価法
⑵　販売用不動産、開発事業等支出金、材料貯蔵品

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
４．固定資産の減価償却の方法

⑴　有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法によっている。但し、平成10年４月１日以降取得した建物（建
物附属設備を除く）については、定額法によっている。
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と
同一の基準によっている。

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）及び長期前払費用
　定額法によっている。但し、自社利用のソフトウェアについては、社
内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっている。

－ 39 －
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⑶　リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
また、所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資産については、
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開
始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年
度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっている。

５．繰延資産の処理方法
社債発行費

支出時に全額費用として処理している。
６．引当金の計上基準

⑴　貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を引当て計上している。

⑵　修繕引当金
　重機械類の大修繕に備えて、当事業年度までに負担すべき修繕見積額
を引当て計上している。

⑶　賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、
当事業年度負担額を引当て計上している。

⑷　役員賞与引当金
　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度における
支給見込額を引当て計上している。

⑸　完成工事補償引当金
　完成工事に係る瑕疵担保等の費用に充てるため、過去の一定期間にお
ける実績に基づく引当額を計上している。

⑹　工事損失引当金
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事のう
ち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることがで
きる工事について、損失見込額を引当て計上している。

－ 40 －
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⑺　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度において発生していると認
められる額を引当て計上している。
　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（15年）による定額法により按分した額を、費用の減額処
理している。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により按分した額を、
それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしている。

７．収益及び費用の計上基準
　請負工事に係る収益の計上については、当事業年度末までの進捗部分
について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を適用
し、その他の工事については工事完成基準を適用している。

８．ヘッジ会計の方法
　ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっている。
　なお、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについては、特例
処理によっている。

９．退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未
処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の
方法と異なっている。

１０．消費税等の会計処理
　税抜方式によっている。

（表示方法の変更）
損益計算書

　前事業年度において、特別利益の「その他」に含めていた「固定資産売
却益」は、重要性を勘案し、当事業年度より区分掲記している。
　なお、前事業年度の「固定資産売却益」は5百万円である。
　前事業年度において、特別損失の「その他」に含めていた「固定資産除
却損」と「減損損失」は、重要性を勘案し、当事業年度より区分掲記して
いる。
　なお、前事業年度の「固定資産除却損」は42百万円、「減損損失」は42
百万円である。

－ 41 －
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Ⅱ．貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産 投資有価証券 372百万円

関係会社株式 661百万円
合　　計 1,033百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 52,915百万円
３．保証債務額

借入金等に対する保証債務 5,247百万円
工事に対する入札・履行保証等債務 7,176百万円
マンション売買契約手付金の返済保証債務 300百万円

４．関係会社に対する短期金銭債権 14,736百万円
関係会社に対する長期金銭債権 2,079百万円
関係会社に対する短期金銭債務 11,797百万円
関係会社に対する長期金銭債務 115百万円

Ⅲ．損益計算書に関する注記
１．工事進行基準による完成工事高 300,626百万円
２．完成工事高のうち関係会社に対する部分 9,612百万円
３．完成工事原価のうち関係会社からの仕入高 52,349百万円
４．関係会社との営業取引以外の取引高 1,497百万円

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

当期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当期末株式数

普通株式(注) 119千株 4千株 － 123千株

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加4千株は、単元未満株式の買取りに
よる増加である。

－ 42 －
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Ⅴ．税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
繰越欠損金 9,571百万円
退職給付引当金損金算入限度超過額 5,501
たな卸資産等有税評価減 3,900
減損損失 3,072
貸倒引当金損金算入限度超過額 1,654
工事損失引当金 1,321
投資有価証券有税評価損 1,132
その他 3,168

繰延税金資産小計 29,321
評価性引当金 △29,321
繰延税金資産合計 －

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △9,701

繰延税金負債合計 △9,701
繰延税金負債の純額 △9,701

２．実効税率の変更
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成
26年３月31日に公布され、平成26年４月１日以降に開始する事業年度
から復興特別法人税が課されないこととなった。なお、この税率変更に
よる影響はない。

－ 43 －
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Ⅵ．関連当事者との取引に関する注記
当事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）
子会社等

属 性 会社等
の名称

資本金
(百万円)

事業の
内　容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内　容

取  引
金  額
(百万円)

科 目
期  末
残  高
(百万円)

関連会社 光が丘興産㈱ 1,054 商社
(所有)

直接23.8
(被所有)
直接13.2

工事資材の
購入 工事資材の購入

(注１)
33,977 工事

未払金 3,657

関連会社 東洋建設㈱ 10,683 建設業
(所有)

直接20.2
(被所有)
直接  0.1

債務保証 債務保証
(注２)

6,446 － －

子 会 社
匿名組合青海
シーサイドプ
ロジェクト

－ 不動産業 － 債務保証 債務保証
(注３)

3,500 － －

（注１）価格その他の取引条件は、市場価格に基づいて価格交渉し決定している。
（注２）東洋建設㈱の工事に対する入札・履行保証等に対し、債務保証を行ったものである。
（注３）匿名組合青海シーサイドプロジェクトの長期借入金に対し、債務保証を行ったものである。

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記
１．１株当たりの純資産額 540円90銭
２．１株当たりの当期純利益 29円64銭

Ⅷ．その他の注記
１．受取手形裏書譲渡高 511百万円
２．金額の端数処理

　金額の百万円未満は、切捨て表示している。

－ 44 －
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成26年５月12日

前田建設工業株式会社
取　締　役　会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川 井 克 之 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 本 千 人 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木 　 理 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、前田建設工
業株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第69期事業年
度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書
及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに
ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場
から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監
査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書
に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監
査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断
により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の
有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

－ 45 －
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書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経
営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附
属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一
般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ
の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　　上

－ 46 －
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第69期事
業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基
づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査役会が定めた監査役監査規程に従って当期の監査方針
及び監査計画を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告
を受けるほか、取締役、執行役員及び総合監査部等内部監査部門並びに会
計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。
　各監査役は、監査役監査規程並びに当期の監査方針及び監査計画（職務
の分担を含む。）に従い、取締役及び執行役員並びに総合監査部等内部監
査部門その他の使用人との意思疎通を図り、情報の収集及び監査環境の整
備に努めるとともに、取締役会、執行役員会その他の重要な会議に出席し、
取締役及び執行役員並びに総合監査部等内部監査部門その他の使用人から
その職務の執行の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重
要な電子稟議及び稟議書類を閲覧し、本店、支店及び作業所等において業
務及び財産の状況を調査しました。また、取締役の職務の執行が法令及び
定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を
確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３
項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき
整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視し、検証しました。
事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及
び同号ロの各取組みについては、取締役会における審議の状況等を踏ま
え、その内容について検討を加えました。子会社については、子会社の取
締役、執行役員等及び監査役と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応
じて子会社の調査を行いました。以上の監査の方法に基づいて、当該事業
年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、各監査役は、職務の分担に応じて、会計書類及び決算関係資料
を閲覧し、本店、支店及び作業所等において会計に関する事項を調査する
ほか、会計監査連絡会における報告、会計監査の立会等により、会計監査
人新日本有限責任監査法人が独立の立場を保持し、適正な監査を実施して
いることを監視し、検証するとともに、必要に応じて説明を求めました。
また、同監査法人から、会社計算規則第131条の規定に基づき「会計監査
人の職務の遂行に関する監査役への報告」を受け、必要に応じて説明を求
めました。以上の監査の方法に基づいて、当該事業年度に係る計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその
附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

－ 47 －
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議（財務報告に係る内部統制
を含む。）の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する取締役の職務の執行についても、重大なものとして
指摘すべき事項は認められません。

四　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配
する者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認
められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条
第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の
株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地
位の維持を目的とするものではないと認めます。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ
ると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ
ると認めます。

平成26年５月14日
前 田 建 設 工 業 株 式 会 社 監 査 役 会

常勤社外監査役 德 井 　 豊 ㊞
常 勤 監 査 役 稲 津 俊 昭 ㊞
常 勤 監 査 役 和 田 秀 幸 ㊞
社 外 監 査 役 松 崎 　 勝 ㊞
社 外 監 査 役 佐 藤 元 宏 ㊞

以　上

－ 48 －
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
当社は、株主の皆様への適切な利益還元を経営上の重要政策

と位置づけ、長期的な安定配当を維持するとともに、将来の事
業展開に備えるための内部留保の充実に努め、業績動向等も勘
案の上、利益配分を行うことを基本方針としております。当期
の期末配当およびその他の剰余金の処分につきましては、業績
や今後の経営環境等を総合的に勘案し、以下のとおりといたし
たいと存じます。

１．期末配当に関する事項
⑴　配当財産の種類

金銭
⑵　株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびそ

の総額
当社普通株式１株につき金７円 総額1,295,629,734円

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
平成26年６月27日

２．剰余金の処分に関する事項
⑴　増加する剰余金の項目およびその額

別途積立金　　　　　　　　　　　4,000,000,000円
⑵　減少する剰余金の項目およびその額

繰越利益剰余金　　　　　　　　　4,000,000,000円

－ 49 －

剰余金処分議案
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第２号議案　取締役13名選任の件
　現在の取締役13名は、本総会終結の時をもって全員任期満了
となりますので、新たに取締役13名の選任をお願いしたいと存
じます。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当 社 の
株 式 数

１
お ばら こう いち
小 原 好 一
(昭和24年６月22日生)

昭和47年４月 前田建設工業株式会社入社

14,000株

平成15年11月 経営管理本部総合企画部長
平成17年４月 執行役員
平成19年１月 調達本部副本部長
平成19年６月 取締役
平成19年11月 調達本部長
平成20年６月 常務執行役員、経営管理本

部長
平成21年４月 代表取締役社長、執行役員

社長、現在に至る

２
え じり まさ よし
江 尻 正 義
(昭和23年10月24日生)

平成12年６月 株式会社富士銀行執行役員
小舟町支店長

20,000株

平成13年５月 同行常務執行役員
平成14年４月 株式会社みずほ銀行常務執

行役員
平成14年６月 同行理事
平成15年２月 同行常勤監査役
平成16年５月 前田建設工業株式会社顧問
平成16年６月 取締役、専務執行役員
平成17年４月 システム管理担当
平成17年９月 ＣＳＲ担当
平成18年６月 情報ＳＳＣ担当
平成20年６月 ＣＳＲ・環境担当
平成21年４月 代表取締役、執行役員副社

長、営業管掌
平成21年６月 代表取締役副社長
平成26年４月 取締役副会長、現在に至る

－ 50 －
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当 社 の
株 式 数

３
ふく た こう じ ろう
福 田 幸二郎
(昭和25年３月31日生)

昭和48年４月 前田建設工業株式会社入社

37,000株

平成10年６月 経営管理本部経理（現、財
務）部長

平成12年６月 執行役員
平成14年４月 経営管理本部副本部長
平成14年６月 取締役
平成18年４月 常務執行役員、財務担当
平成19年１月 専務執行役員、経営管理本

部長、調達本部長
平成20年６月 常務執行役員、財務管掌
平成21年４月 専務執行役員
平成21年４月 経営管掌、現在に至る
平成24年４月 執行役員副社長、現在に至

る
平成25年４月 代表取締役
平成26年４月 代表取締役副社長、安全管

掌、現在に至る

４
かき ぬま あき ひこ
柿 沼 昭 彦
(昭和27年９月８日生)

昭和50年４月 前田建設工業株式会社入社

17,000株

平成18年３月 関東（現、東京土木）支店
土木部長

平成19年１月 執行役員、土木本部土木営
業統括部長

平成20年６月 香港支店長
平成23年４月 常務執行役員、土木事業本

部長
平成23年６月 代表取締役、安全管掌
平成24年４月 専務執行役員、現在に至る
平成25年４月 海外事業本部長、現在に至

る
平成26年４月 取締役、現在に至る

－ 51 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当 社 の
株 式 数

５
まえ だ そう じ
前 田 操 治
(昭和42年12月６日生)

平成９年４月 前田建設工業株式会社入社

79,706株

平成12年４月 関東（現、東京建築）支店
副支店長

平成14年６月 取締役、現在に至る
平成14年６月 常務執行役員
平成16年６月 専務執行役員、現在に至る
平成16年11月 建築本部長
平成19年１月 ＴＰＭプロジェクトリーダー
平成20年６月 ＴＰＭ担当、建築事業本部

営業推進担当
平成21年４月 飯田橋再開発ＰＪ担当
平成22年１月 エネルギー管掌
平成23年４月 関西支店長
平成26年４月 営業管掌、現在に至る

６
なが お まこと
永 尾 眞
(昭和28年12月27日生)

昭和52年４月 前田建設工業株式会社入社

20,000株

平成13年10月 建築本部建築部長
平成16年４月 建築本部副本部長（施工担

当）､安全環境本部副本部長
平成16年６月 執行役員
平成17年４月 常務執行役員
平成18年６月 取締役、現在に至る
平成20年６月 万科ＰＪ担当、建築事業本

部長
平成23年４月 専務執行役員、現在に至る
平成24年４月 海外事業本部長
平成25年４月 事業戦略管掌、現在に至る

－ 52 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当 社 の
株 式 数

７
はや さか よし ひこ
早 坂 善 彦
(昭和28年３月５日生)

昭和50年４月 前田建設工業株式会社入社

9,000株

平成16年４月 東関東支店（現、千葉営業
所）副支店長

平成17年４月 東関東支店長
平成19年１月 関東支店長
平成19年６月 執行役員
平成20年６月 常務執行役員、東京支店長
平成22年６月 取締役、現在に至る
平成23年４月 東京建築支店長
平成24年４月 専務執行役員、建築事業本

部長、現在に至る

８
せき もと しょう ご
関 本 昌 吾
(昭和32年11月６日生)

平成15年６月 株式会社三井住友銀行静岡
法人営業部長

5,000株

平成17年６月 同行法人戦略営業第一部長
平成18年４月 同行投資銀行統括部長兼本

店上席調査役株式会社三井
住友フィナンシャルグルー
プインベストメント・バン
キング統括部長

平成20年４月 同行執行役員本店営業第一
部長

平成23年４月 同行常務執行役員本店営業
本部本店営業第三、第四、
第六部担当

平成24年５月 前田建設工業株式会社顧問
平成24年６月 取締役、専務執行役員、営

業企画担当、現在に至る
平成26年３月 吹越台地風力開発株式会社

代表取締役社長、現在に至
る

－ 53 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当 社 の
株 式 数

９
しょう じ とし あき
荘 司 利 昭
(昭和27年５月４日生)

昭和50年４月 前田建設工業株式会社入社

7,000株

平成８年１月 関西支店品質保証部長
平成14年４月 経営管理本部総合企画部人

事企画グループ担当部長
平成15年12月 経営管理本部人事部長
平成19年１月 執行役員
平成20年６月 経営管理本部副本部長、管

理部長
平成20年６月 人事管掌、現在に至る
平成21年４月 経営管理本部長、現在に至

る
平成22年４月 常務執行役員、ＣＳＲ・環

境担当
平成23年６月 取締役、現在に至る
平成25年４月 専務執行役員、ＣＳＲ・環

境管掌、現在に至る

10
かわ のべ まさ かず
川 正 和
(昭和29年11月１日生)

昭和48年４月 前田建設工業株式会社入社

9,000株

平成19年３月 横浜支店（現、横浜営業所）
建築部長

平成20年６月 執行役員、関東支店長
平成24年４月 常務執行役員、東京建築支

店長、現在に至る
平成24年６月 株式会社ちばシティ消費生

活ピーエフアイ・サービス
代表取締役社長、現在に至
る

平成25年６月 取締役、現在に至る

11
あ だち ひろ み
足 立 宏 美
(昭和30年４月15日生)

昭和53年４月 前田建設工業株式会社入社

3,000株

平成16年４月 九州支店土木部長
平成22年10月 九州支店副支店長
平成23年４月 土木事業本部土木部長
平成24年４月 執行役員、土木事業本部副

本部長
平成25年４月 常務執行役員、土木事業本

部長、現在に至る
平成25年６月 取締役、現在に至る

－ 54 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当 社 の
株 式 数

12
はん ばやし とおる
半 林 亨
(昭和12年１月７日生)

平成12年10月 ニチメン株式会社（現、双
日株式会社）代表取締役社
長

0株

平成15年２月 日本国際貿易促進協会副会
長

平成15年４月 ニチメン・日商岩井ホール
ディングス株式会社（現、
双日株式会社）代表取締役
会長・ＣＥＯ

平成16年６月 ユニチカ株式会社社外監査
役、現在に至る

平成17年11月 株式会社ファーストリテイ
リング社外取締役、現在に
至る

平成19年６月 前田建設工業株式会社社外
取締役、現在に至る

平成23年６月 株式会社大京社外取締役、
現在に至る

13
わた なべ あきら
渡 邊 顯
(昭和22年２月16日生)

昭和48年４月 弁護士登録、現在に至る

0株

平成元年４月 成和共同法律事務所（現、
成和明哲法律事務所）代
表、現在に至る

平成18年11月 株式会社ファーストリテイ
リング社外監査役、現在に
至る

平成19年６月 前田建設工業株式会社社外
取締役、現在に至る

平成19年６月 株式会社角川グループホー
ルディングス（現、株式会
社ＫＡＤＯＫＡＷＡ）社外
監査役、現在に至る

平成22年４月 ＭＳ＆ＡＤインシュアラン
スグループホールディング
ス株式会社社外取締役、現
在に至る

平成25年３月 ダンロップスポーツ株式会
社社外取締役、現在に至る

－ 55 －

取締役選任議案
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（注）１．各候補者と会社との間にいずれも特別の利害関係はありません。
２．半林　亨および渡邊　顯の両氏は、社外取締役候補者であります。

なお、当社は半林　亨氏を東京証券取引所に対し、独立役員として
届け出ており、本議案が承認可決され、同氏が社外取締役に就任し
た場合、引き続き独立役員となる予定であります。

３．社外取締役候補者に関する特記事項は以下のとおりであります。
⑴　社外取締役候補者の選任理由について

①　半林　亨氏につきましては、経営者としての長年の経験と幅広
い見識を当社の経営に反映していただくため、社外取締役とし
て選任をお願いするものであります。

②　渡邊　顯氏につきましては、弁護士としての専門的見地ならび
に経営に関する高い見識を当社の経営に反映していただくため、
社外取締役として選任をお願いするものであります。

⑵　社外取締役候補者が過去に社外取締役または社外監査役になるこ
と以外の方法で会社の経営に関与していない者であるときは、当
該経営に関与したことがない候補者であっても社外取締役として
の職務を適切に遂行できるものと当社が判断した理由について
渡邊　顯氏につきましては、弁護士としての専門的見地から企業
法務に関して高い実績をあげており、また、経営に関する幅広い
見識を有しているため、社外取締役としての職務を適切に遂行で
きると判断します。

⑶　現に社外取締役であるときの就任してからの年数について
半林　亨および渡邊　顯の両氏は、現在、当社の社外取締役であ
りますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をも
って７年となります。

⑷　責任限定契約について
当社は、半林　亨および渡邊　顯の両氏との間で、法令に定める
限度まで責任を限定する責任限定契約を締結しており、半林　亨
氏および渡邊　顯氏の再任が承認された場合、両氏との間で当該
契約を継続する予定です。

以　上

－ 56 －

取締役選任議案
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株主総会会場ご案内図
会　場：東京都千代田区猿楽町二丁目８番８号　猿楽町ビル

当社　本店　　電話 03(3265)5551(大代表)
・ＪＲ総武線・都営三田線「水道橋駅」より徒歩４分
・東京メトロ半蔵門線・都営新宿線・都営三田線
「神保町駅」より徒歩８分

JR水道橋駅

東京歯科大学
水道橋病院

日本大学
経済学部

靖国通り

みずほ銀行
神保町駅

（都営新宿線、三田線）
（東京メトロ半蔵門線）

三菱東京ＵＦＪ銀行

外堀通り

水
道
橋
駅

水
道
橋
西
通
り 白

山
通
り

（
都
営
三
田
線
）

東京ドームホテル

西口 東口

セブン
イレブン

庭のホテル東京

首
都
高
速
道
路

東急ステイ水道橋
洋服の青山

前田建設工業㈱
本店

（猿楽町ビル）

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図




